
〈参考〉関係基準・告示等（抜粋） 

 

○指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準 

（平成１１年３月３１日 厚生省令第３７号） 

第三十七条  指定訪問介護事業者は、利用者に対する指定訪問介護の提供により事故が発生した場合は、

市町村、当該利用者の家族、当該利用者に係る居宅介護支援事業者等に連絡を行うとともに、必要な

措置を講じなければならない。  

２  指定訪問介護事業者は、前項の事故の状況及び事故に際して採った処置について記録しなければな

らない。  

３  指定訪問介護事業者は、利用者に対する指定訪問介護の提供により賠償すべき事故が発生した場合

は、損害賠償を速やかに行わなければならない。  

※準 用 

  第七十四条（指定訪問看護）、第八十三条（指定訪問リハビリテーション）、第九十一条（指定居宅

療養管理指導）、第百九条（指定通所介護）、第百十九条（指定通所リハビリテーション）、第百四十条

（指定短期入所生活介護）、第百五十五条（指定短期入所療養介護）、第百九十二条（指定特定施設入

所者生活介護）、第二百五条（指定福祉用具貸与）、第二百十六条（指定特定福祉用具販売） 

 

○指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準 

（平成１１年３月３１日 厚生省令第３８号） 

第二十七条 指定居宅介護支援事業者は、利用者に対する指定居宅介護支援の提供により事故が発生し

た場合には速やかに市町村、利用者の家族等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じなければなら

ない。  

２ 指定居宅介護支援事業者は、前項の事故の状況及び事故に際して採った処置について記録しなけれ

ばならない。  

３ 指定居宅介護支援事業者は、利用者に対する指定居宅介護支援の提供により賠償すべき事故が発生

した場合には、損害賠償を速やかに行わなければならない。 

 

○指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準 

（平成１１年３月３１日厚生省令第３９号） 

第三十五条 指定介護老人福祉施設は、事故の発生又はその再発を防止するため、次の各号に定める措

置を講じなければならない。 

一 事故が発生した場合の対応、次号に規定する報告の方法等が記載された事故発生の防止のための

指針を整備すること。 

二 事故が発生した場合又はそれに至る危険性がある事態が生じた場合に当該事実が報告され、その

分析を通じた改善策を従業者に周知徹底する体制を整備すること。 

三 事故発生の防止のための委員会及び従業者に対する研修を定期的に行うこと。 

２ 指定介護老人福祉施設は、入所者に対する指定介護福祉施設サービスの提供により事故が発生した



場合は、速やかに市町村、入所者の家族等連絡を行うとともに、必要な措置を講じなければならない。 

３ 指定介護老人福祉施設は、前項の事故の状況及び事故に際して採った処置について記録しなければ

ならない。 

４ 指定介護老人福祉施設は、入所者に対する指定介護福祉施設サービスの提供により賠償すべき事故

が発生した場合は、損害賠償を速やかに行わなければならない。 

 

○介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準 

（平成１１年３月３１日 厚生省令第４０号） 

第三十六条 介護老人保健施設は、事故の発生又その再発を防止するため、次の各号に定める措置を講

じなければならない。 

 一 事故が発生した場合の対応、次号に規定する報告の方法等が記載された事故発生の防止のための

指針を整備すること。 

 二 事故が発生した場合又はそれに至る危険性がある事態が生じた場合に、当該事実が報告され、そ

の分析を通じた改善策を従業者に周知徹底する体制を整備すること。 

 三 事故発生の防止のための委員会及び従業者に対する研修を定期的に行うこと。 

２ 介護老人福祉施設は、入所者に対する介護老人保健施設サービスの提供により事故が発生した場合 

 は、速やかに市町村、入所者の家族等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じなければならない。 

３ 介護老人保健施設は、前項の事故の状況及び事故に際して採った処置について記録しなければなら 

 ない。 

４ 介護老人保健施設は、入所者に対する介護保険施設サービスの提供により賠償すべき事故が発生し 

 た場合は、賠償請求を速やかに行わなければならない。 

 

○指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準 

（平成１８年３月１４日 厚生労働省令３４号） 

第八十八条 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、利用者に対する指定小規模多機能型居宅介護の提

供により事故が発生した場合は、市町村、当該利用者の家族、当該利用者に係る居宅介護支援事業者

等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じなければならない。 

２ 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、前項の事故の状況及び事故に際して採った処置について記

録しなければならない。 

３ 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、利用者に対する指定小規模多機能型居宅介護の提供により

賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行わなければならない。 

※準 用 

 第百八条（指定認知症対応型共同生活介護） 

 

○指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防

のための効果的な支援の方法に関する基準 

（平成１８年３月１４日 厚生労働省令第３５号） 

第三十五条 指定介護予防訪問介護事業者は、利用者に対する指定介護予防訪問介護の提供により事故



が発生した場合は、市町村、当該利用者の家族、当該利用者に係る介護予防支援事業者等に連絡を行

うとともに、必要な措置を講じなければならない。 

２ 指定介護予防訪問介護事業者は、前項の事故の状況及び事故に際して採った措置について記録しな

ければならない。 

３ 指定介護予防訪問介護事業者は、利用者に対する指定介護予防訪問介護の提供により賠償すべき事

故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行わなければならない。 

※準 用 

 第七十四条 （指定介護予防訪問看護）、第八十四条(指定介護予防訪問リハビリテーション）、第九十 

三条（指定介護予防居宅療養管理指導）、第百七条（指定介護予防通所介護）、第百二十三条（指定介護 

予防通所リハビリテーション）、第百四十二（指定介護予防短期入所生活介護）、第百九十五条（指定介 

護予防短期入所療養介護）、第二百四十五条(介護予防特定施設入居者生活介護）、第二百七十六（指定介 

護予防福祉用具貸与）、第二百八十九条（指定特定介護予防福祉用具販売） 

 

○指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービ

スに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準 

（平成１８年３月１４日 厚生労働省令第３６号） 

第六十四条 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、利用者に対する指定介護予防小規模多機

能型居宅介護の提供により事故が発生した場合は、市町村、当該利用者の家族、当該利用者に係る介

護予防支援事業者等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じなければならない。 

２ 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、前項の事故の状況及び事故に際して採った措置に

ついて記録しなければならない。 

３ 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、利用者に対する指定介護予防小規模多機能型居宅

介護の提供により賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行わなければならない。 

※準 用 

 第八十五条（指定介護予防認知症対応型共同生活介護） 

 

○指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的

な支援の方法に関する基準 

（平成１８年３月１４日 厚生労働省令第３７号） 

第二十六条 指定介護予防支援事業者は、利用者に対する指定介護予防支援の提供により事故が発生し

た場合には速やかに市町村、利用者の家族等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じなければなた

ない。 

２ 指定介護予防支援事業者は、前項の事故の状況及び事故に際して採った処置について記録しなけれ

ばならない。 

３ 指定介護予防支援事業者は、利用者に対する指定介護予防支援の提供により賠償すべき事故が発生

した場合には、損害賠償を速やかに行わなければならない。 

 

 



○厚生労働大臣が定める感染症又は食中毒の発生が疑われる際の対処等に関する手順 

（平成１８年３月３１日 厚生労働省令告示第２６８号） 

七 養護老人ホーム等の管理者等は、イからハまでに掲げる場合には、有症者等の人数、症状、対応状

況等を市町村及び保健所に迅速に報告するとともに、市町村又は保健所からの指示を求めることその

他の措置を講じなければならないこと。 

 イ 同一の感染症若しくは食中毒による又はそれらによると疑われる死亡者又は重篤な患者が一週間 

  間内に二名以上発生した場合 

 ロ 同一の有症者等が十名以上又は全利用者の半数以上発生した場合。 

 ハ イ及びロに掲げる場合のほか、通常の発生動向を上回る感染症等の発生が疑われ、特に管理者等 

  が報告を必要と認めた場合 

 

○社会福祉施設等における感染症等発生時に係る報告について 

（平成１７年２月２２日 健発第０２２２００２号） 

４ 社会福祉施設等の施設長は、次のア、イ又はウの場合は、市町村等の社会福祉施設等主管部局に迅

速に、感染症又は食中毒が疑われる者等の人数、症状、対応状況等を報告するとともに、併せて保健

所に報告し、指示を求めるなどの措置を講ずること。 

 ア 同一感染症若しくは食中毒による又はそれらによると疑われる死亡者又は重篤患者が１週間内に 

  ２名以上発生した場合 

 イ 同一感染症若しくは食中毒の患者又はそれらが疑われる者が１０名以上又は全利用者の半数以上 

  発生した場合 

 ウ ア及びイに該当しない場合であっても、通常の発生動向を上回る感染症等の発生が疑われ、特に 

  施設長が報告を必要と認めた場合 

 

○高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律 

（平成１７年１１月９日 法律第１２４号） 

第二十一条 養介護施設従事者等は、当該養介護施設従事者等がその業務に従事している養介護施設又

は養介護事業（当該養介護施設の設置者若しくは当該養介護事業を行う者が設置する要介護施設又は

これらの者が行う養介護事業を含む。）において業務に従事する養介護施設従事者等による高齢者虐待

を受けたと思われる高齢者を発見した場合は、速やかに、これを市町村に通報しなければならない。 


